
平成21年度介護報酬改定について  

～骨子～  

1．改定率について  

○ 介護従事者の離職率が高く、人材確保が困難であるといった状況  

○ 本年の通常国会で「介護従事者等の人材確保のための介護従事者の処遇改善に関す   

る法律」が成立  

○ 平成20年10月30日に、政府・与党において「介護従事者の処遇改善のための   

緊急特別対策」として、平成21年度介護報酬改定率を3．0％とすることが決定   

【介護報酬改定率  3．0％】  

（うち、在宅分1．7％、施設分1．3％）  

2．基本的な視点   

○ 介護従事者の人材確保・処遇改善   

○ 医療との連携や認知症ケアの充実  

・医療と介護の機能分化・連携の推進  

・認知症高齢者等の増加を踏まえた認知症ケアの推進   

○ 効率的なサービスの提供や新たなサービスの検証  

・サービスの質を確保した上での効率的かつ適正なサービスの提供  

・平成18年度に新たに導入されたサービスの検証及び評価の見直し  

しの内容（主な事項）  

1．介護従事者処遇改善lこ係る各サービス共通の見直し （概要P2～6）   

○ サービスの特性に応じた業務負担に着目した評価   

○ 介護従事者の専門性等のキャリアに着目した評価   

○ 地域区分の見直し   

○ 中山間地域等における小規模事業所の評価   

○ 中山問地域等に居住する者にサービス提供した事業所への評価  

2．居宅介護支援∵介護予防支援 （概要P6～9）   

○ 多数担当ケースに係る逓減制の見直し（超過部分にのみ逓減制を適用）   

○ 事業所の独立性・中立性を高める観点からの特定事業所加算の見直し  
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○ 入院時や退院・退所時に、病院等と利用者に関する情報共有等を行う際の評価  

○ 認知症高齢者等や独居高齢者への支援等に対する評価  

○ 小規模多機能型居宅介護事業所との連携に対する評価  

○ 初回の支援に対する評価  

○ 介護予防支援に対する業務実態を踏まえた評価  

3．訪問系サービス  

（1）訪問介護 （概要P9～11、32）   

○ サービスの効果的な推進を図る等の観点からの短時間の訪問に対する評価   

○ 訪問介護員等及びサービス提供責任者の段階的なキャリアアップを推進する観点か  

らの特定事業所加算の見直し   

○ サービス提供責任者の労力が特にかかる初回及び緊急時に着目した評価   

0 3級ヘルパーについて、原則として平成21年3月末で評価を廃止（現に業務に従  

事している者については、一定の条件の下に一年間限定の経過措置）   

○ 訪問介護事業所の効率的な運営や非常勤従事者のキャリアアップを図る観点から、  

サービス提供責任者の常勤要件を一部緩和  

（2）訪問看護 （概要Pll～12）   

○ 特別管理加算の対象者の拡大及び特別管理加算の対象者に対する長時間の訪問看護  

の評価   

○ 複数名訪問の評価   

○ ターミナルケア加算の算定要件の緩和及び評価の見直し  

（3）訪問リハビリテーション （概要P12）   

○ サービス提供時間に応じた評価への見直し   

○ 適所リハビリテーションを終了した者について、介護老人保健施設の医師の指示に  

よる訪問リハビリテーションの評価   

○ 短期集中リハビリテーション実施加算の評価の見直し  

（4）居宅療養管理指導 （概要P12～14、32）   

○ 看護職員による相談等の評価   

○ 薬剤師による居宅療養管理指導の評価の見直し   

○ 居住系施設入居者に対する居宅療養管理指導の評価の適正化  

4．適所系サービス   



（1）適所介護 （概要P14～15、32）   

○ 規模に応じた報酬設定の在り方の見直し   

○ 機能訓練の体制やサービスの提供方法に着目した評価   

○ 療養適所介護について、利用定員及び専用の部屋の面積に関する規定の見直し  

（2）適所リハビリテーション （概要P15～16、32～33）   

○ 短時間・個別のリハビリテーションの評価   

○ 理学療法士等を手厚く配置している事業所の評価  

（〕規模に応じた報酬設定の在り方の見直し  

（⊃ 短期集中リハビリテーションの充実   

○リハビリテーションマネジメント加算の評価方法の見直し（月1回の評価）   

○ 理学療法士等の配置に関する規定の見直し  

5．短期入所系サービス  

（1）短期入所生活介護 （概要P17）   

○ 夜間における手厚い職員配置に許する評価  

（〕常勤の看護師の配置や手厚い看護職員の配置に対する評価  

（2）短期入所療養介護 （概要P17～18、33）   

○ 日帰りの短期入所療養介護（特定短期入所療養介護）の評価方法の見直し（サービ  

ス提供時間に応じた評価）   

○ 個別リハビリテーションの評価   

○ 緊急時のニーズヘの対応の拡充   

○ 診療所の一般病床のうち、面積や人員配置等の要件を満たすものについて短期入所  

療養介護の実施を可能とする指定基準の見直し  

6．特定施設入居者生活介護 （概要P18～20）   

○ 介護従事者の処遇改善を図る観点からの基本サービス費の評価（介護予防特定施設  

入居者生活介護については、在宅サービスとの均衡を考慮した評価の見直し）   

○ 特定施設の看護職員と協力医療機関等との連携に着目した評価  

7．福祉用具貸与∵販売（介護予防福祉用具貸与一販売も同様） （概要P20）   

○ 価格競争の悟性化に資するための取組（製品毎等の貸与価格の分布状況等の把握・  

分析・公表等、介護給付費通知の活用）   

○ 福祉用具に係る保険給付の在り方については、引き続き議論・検討を行い、早急に  

必要な対応を実施  
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8．地域密着型サービス  

（1）小規模多機能型居宅介護 （概要P20～21、33）   

○ 事業開始後一定期間における経営安定化を図るための評価   

○ 認知症高齢者等への対応や常勤の看護職員の配置に対する評価   

○ サービスの提供が過少である事業所に対する評価の適正化   

○ 宿泊サービスの利用者がいない場合の夜間の人員配置基準の見直し   

○ 居間及び食堂の面積基準の見直し  

（2）夜間対応型訪問介護 （概要P21～22、33）   

○ 日中におけるオペレーションサービスの評価   

○ 定期巡回サービスの評価の見直し   

○ オペレーターの資格要件の見直し（准看護師及び介護支援専門員の追加）   

○ 管理者の兼務規定の見直し  

9．介護保険施設  

（1）介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。）（概要P22～23）   

○ 介護が困難な者に対して質の高いケアを実施する施設に対する評価   

○ 夜間における手厚い職員配置に対する評価   

○ 常勤の看護師の配置や手厚い看護職員の配置等に対する評価   

○ 外泊時費用の見直し  

（2－1）介護老人保健施設（介護療養型老人保健施設を含む。）（概要P23～25，33）   

○ 夜間における手厚い職員配置等に対する評価   

○ ターミナルケアに係る評価   

○ 在宅復帰支援機能に係る評価の見直し   

○ 入所後間もない期間に集中的に行うリハビリテーションの評価   

○ 外泊時費用の見直し   

○ 人員配置基準上、言語聴覚士を理学療法士、作業療法士と同等に位置付け   

○ 支援相談員の配置基準の見直し  

（2－2）介護療養型老人保健施設 （概要P25～26）   

○ 入所者に対する医療サービスに要するコスト、要介護度の分布等の実態を踏まえた  

評価の見直し   

○ 施設要件の見直し   



○ 夜間配置基準の特例  

（3）介護療養型医療施設 （概要P26～27）   

○ リハビリテーションの評価の見直し   

○ 集団コミュニケーション療法の評価  

〔〕夜間における手厚い職員配置に対する言河西   

○ 外泊時費用、他科受診時費用の見直し  

10．認知症関係サービス （概要P27～30）  

（1）認知症対応型共同生活介護（グノレープホーム）   

○ 退居者が自宅や地域での生活を継続できるように相談援助する場合の評価   

○ 利用者の重度化や看取りに対応した評価  

（2）認知症短期集中リハビリテーション（介護老人保健施設、介護療養型医療施設、通所   

リハビリテーション）  

（〕対象者の拡大（中等度・重度の者も対象）  

（〕実施施設・事業所の拡大（介護療養型医療施設及び適所リハビリテーションを追加）  

（3）認知症の行動・心理症状への対応（短期入所系サービス、グノレープホーム）   

○ 認知症の行動・心理症状が出現したことにより在宅生活が困難になった者を緊急的  

にショートステイで受け入れた場合についての言対面  

（4）若年性認知症対策（施設系サービス、短期入所系サービス、適所系サービス、グルー   

プホーム）  

（⊃ 若中性認知症患者を受け入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提  

供することについての評価  

（5）専門的な認知症ケアの普及に向けた取組（施設系サービス、グノレープホーム）   

○ 認知症介護について一定の経験を有し、国や自治体が実施又は指定する認知症ケア  

に関する専門研修を修了した者が介護サービスを提供することについての評価  

（6）認知症の確定診断の促進（介護老人保健施設）   

○ 認知症の疑いのある介護老人保健施設入所者を認知症疾患医療センター等に対して  

紹介することについての評価  

11．栄養管理休制・栄養マネジメント加算等の見直し （概要P30）  
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○ 栄養管理体制加算の見直し（基本サービス費に包括化）  

○ 栄養マネジメントの適切な実施を担保する観点から栄養マネジメント加算の見直し  

12価（栄養マネジメント）サービスの見直し（概要P30～31）   

○ サービス提供に係る労力等を適切に評価する等の観点からの評価の見直し（口腔機  

能向上加算、栄養改善（栄養マネジメント）加算及びアクティビティ実施加算）   

○ アクティビティ実施加算の算定要件の見直し   

○ 医療と重複しない範囲での、歯科医療と口腔機能向上加算との給付範囲の見直し   

○ 施設入所者に対する計画的な口腔ケアの推進  

13．事業所評価加算の見直し （概要P31）   

○ 要支援状態の維持をより高く評価する方向での算定要件の見直し  
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